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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　経営の実体維持に関する理論的な研究は1920年代のインフレーション期を背景として登場してきた。そ
れ以来，この問題は経営経済学の主要問題の一つとなっており，しかも今日なお新らしい視角からの検討
が加えられている。本稿はハックス，シュネトラァ，ハァゼナックおよびエッカァトの所説を通じて実体
維持論の深化の過程を窺い，そこに内在するいくつかの間題を考察しようとするものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　実体維持を論じるにあたってまず実体という概念の意味・内容を明確にしておく必要があろう。
　・・ックスは経営維持（Betriebserhaltung）という概念の内容を資本維持と実体維持とに分けている。資
本維持はさらに名目資本維持と購買力資本維持とに分かれ，実体維持は再生産的実体維持と給付的実体維
持とに分かれる。
　ハックスは実体維持を論じるにあたってまず企業の性格を次のように捕らえる。「企業は貨幣・資本経
済の時代には二重の性格をもつ。企業は一方においてひとつの投資であり，出資老はそこからできるだけ
大きな利潤を引出そうとする。他方，企業は国民経済的な生産機構の一部分であり，その枠のなかで一定
の生産給付を提供しなければならない1｝」。
　企業のもつこうした二つの性格から，二っの異なった利益計算方法が導き出される。企業に資本を投下
した人は，少くともその投下資本額がいずれは回収されるであろうと期待する。そこでは投下貨幣資本の
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維持が利益計算の前提となる。その際，貨幣価値の変動，貨幣購買力の変動を考慮した貨幣資本の維持が
購買力資本維持ないしは実質資本維持（die　reale　Kapitalerhaltung）と呼ばれ，貨幣価値の変動を考慮
せずに貨幣資本を名目的に維持するものが名目資本維持（die　nominelle　Kapitalerhaltung）と呼ばれて
る。さて，総合経済における生産単位としての企業を考える時には，企業の生産力の維持が一国経済の成
長・発展にとって不可欠の要件となることは云うまでもない。企業の生産力維持は生産に捺して費消され
た費用財が収益で充分に補償されてはじめて可能となる。この観点のもとでは，利益計算の基礎は投下貨
幣資本ではなくて最初の生産能力を代表している財の量となる。ここでは実体維持を，費消されたものと
同じ生産財の再調達をめざす再生産的実体維持（die　reproduktive　Substanzerhaltung）と最初の生産財
と同じ生産給付を量・質的に保証する生産財の再調達をめざす給付的実体維持（die　leistungsmaβige　Su－
bstanzerhaltung）との二つに分けることができる2，。
　企業の実体維持を，企業の生産力，具体的には企業の生産力を産み出す生産要素の維持とみることがで
きる。ところで，実体維持計算の任務はそうした生産要素のうち生産に費消された部分の再調達を可能に
する額を費用として収益から控除するところにあるから，実体維持を考察するにあたっては，まず，生産
要素の内容を明確にしておく必要がある。
　エッカァトは生産要素を物的経営諸力（経営手段と製作材料）と非物的諸力（労働カー企業家と従業員・
経営組織と市場関係）とに分けている。物的経営諸力の維持は本質的に技術的な生産用具の再生（Rege－
neration）であるが，非物的経営諸力の維持は，これに反して，多様な姿を呈する。これには経営の内外
の非物的な要素の維持のほかに，価値または経営の利用しうる労働給付の量および質的構成の再生が含ま
れる。それゆえ，物的諸力と非物的諸力とを同時に維持することはとても手に負えない問題となる。その
うえ，非物的経営維持（immaterielle　Betriebserhaltung）は極めて多様な内容をもつものであるから・
経営全体の維持という問題はあまりにも広範囲なものとなる。それで，エッカァトは維持問題を物的経営
維持（materielle　Betriebserhaltung）に限定する3｝。
　物的経営維持は費消された物的な経営諸力（経営手段と製作材料）の補償と理解される。しかし，経営
手段と製作材料は実際の財貨であると同時に価値をも表示するという二重の性格をもつものであるから・
考察者が経営の財貨経済的な側面を重視するか貨幣経済的な側面を重視するかによって，財貨量の維持か
貨幣量の維持かのいずれかが問題の中心に据えられることとなる。とはいえ，物の財貨側面と貨幣側面と
は同じ物の二つの異なった現象形態にすぎないから，経営を維持するにはこの両面の維持が必要となるω。
しかし，貨幣資本維持についてはすでに多くの研究がおこなわれており，また計算技術的にそれほど複雑
な問題は生じないので，ここでは実体という概念の内容を経営手段と製作材料とに限定して5｝，その維持
問題だけに光をあてることにする。
注1）Hax，　Karl，　Die　Substanzerhaltung　der　Betriebe．　Westdeutscher　Verlag，　K61n　und　Opladen，1957・S・13・
　　2）　Ebd．，　S．13－19．
　　3）Eckardt，　Horst，　Die　Substanzerhaltung　industrieBer　Betriebe，　Westdeutscher　Verlag，　K61n　und　Opladen
　　　1963，S．11－12．
　　4）　Ebd．，　S．12－18．
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5）ハックス，シュネトラァ，ハァゼナックは労働給付を実体維持の内容に含めているように思われる。　Hax，
　Karl，　Die　Substanzerhaltung　der　Betriebe，　a．　a．　O．，　S．43－44・，またシュネトラァは次のように述べている。
　「その際，われわれは製造の枠の中における一定の機舷的な能力だけでなく，その他の経営的機能に際してのそ
　れに対応した能力，必要な流動手段およびとくにその経営の人的給付要素（労働者と経営者）の能力をも考慮に
　いれてもよかろう。」Schnettler．　Albert，　Betriebsanalyse，2・AufL，　C，　E．　Poeschel　Verlag，　Stuttgart，1960，　S．
　IZさらに，　Eckardt，　Horst　Die　Substanzerhaltung　industrieller　Betriebe，　a・a・O・，ハァゼナックによる序交
　参照。しかし，かれらの費用算定についての論述では経営手段と製作材料が中心となっているから，ここでは
　エッカァト説に従って実体の内容から労働給付を除いても大過なかろう。また，貨幣的項目は経営維持に次二
　的にのみ役立つものであるからという理由で，エッカァトはこれも実体の内容から除外する。エッカァト，前
　掲書，11頁，注6参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　シュネトラァは実体維持を三段階に分類する。
　段階1：「再生産的（数量的）実体維持」〔die　reproduktive（mengenmaβige）Substanzerhaltung〕再
生産的実体維持の目標は経営の給付能力の従来の絶対的な高さを「財産実体」の維持によって毎期保証す
ることにある。それは「価格変化」（物価水準の変化と価格関係の変化）によっては実体の変化とくに実
体の減少は生じないということを要求する。再生産的（量的）実体維持は，経営が設備財および流通財の
費消された財の代りに同種の新らしい財産価値を調達できる場合，従ってまた費消された財の再調達価格
が上昇してもそれと同種の財貨が調達される場合に達成される1〕。
　再生産的実体維持は，絶対的，物質的ないしは機械的物質的実体維持（absolute，　materielle　oder　me－
chanisch－materielle　Substanzerhaltung）とも呼ぼれているもので，最初の財貨在高をそのままの種類，
品質および数量で再生しようとする。この考え方は，ゲルトマッハァによって1923年にすでに主張されて
いたものである2，。また，ハックスの資本実体結合計算（kombinierte　Kapital－－und　Substanzrechnung）｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
が問題にしているのはこの段階における実体維持であるといえる。この実体維持には，技術の進歩により
費消された財貨がもはや同一種類では取替えられないという困難が伴う。ここに，技術の進歩を考慮に入
れた実体維持論の登場が待たれることになる。
　段階皿：「個別経営的給付的実体維持」〔die　einbetrieblich　leistugsmaβige　Substanzerhaltung〕ここ
では，経営の給付能力を，経営組織的（技術的）な条件が変化してもなお従来の高さに維持するというと
ころに目標がおかれる。この段階では，その時々にみられる技術的な改良を外部から新資本を導入するこ
となしに，減価償却資金でまかなうということが要求される。それゆえ，個別経営的給付的実体維持は，
一定の給付能力の枠の中において技術の進歩を，新資本の導入を待たずに，減価償却資金によってまかな
うことができる時に4⊃，実現されることになる。
　この問題は，つとにシュミットによって相対的実体維持（relative　Substanzerhaltung）として論じられ
たものである。この説は，再生産的維持論を発展させたものであり，全体経済の一部分である経営が「全
体経済の生産における相対的な地位」5）を保持したならば（またすべきだが），経営の実体は維持されたも
のとなると云う。シュミットは技術の進歩を「製品のために費消された費用量と生産された製品の増減」6，
というように量的な問題としてとらえている。そこでは技術進歩の量的な側面だけが問題とされ，質的な
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側面は考慮されていない。われわれは技術進歩の質的な側面をも考慮に入れた一段と深化した実体維持論
をシュネFラァ，ハァゼナックおよびエッカァトの所説のうちにみることができる。シュミットの相対的
実体維持論は，技術の進歩を考慮に入れているという点では，シュネトラァの第二段階と共通した面を含
んでいるが，その内容はむしろ次に述べる実体維持の第三段階つまり実体の拡大を意味しているといえ
る。
　段階皿：「経営相対的給付的実体維持」〔die　zwischenbetrieblich　leistungsmaβige　Substanzerhaltung〕
ここでの目標は，部門的（一般経済的）な発展を考慮したうえで，経営の給付能力を維持することにあ
る。従って，同じ部門の他の経営との比較における相対的な給付能力が，技術の進歩およびその時の経営
の推移を考慮したうえで，維持されなければならない。実体維持のこの段階では，技術の進歩（段階皿）
だけでなく，一般経済の発展の結果としての生産の量的な拡大の実現をも自己資金　（Eigenmittel）でま
かなおうとする。これは，後に考察される・・アゼナックの云う発展順応的実体維持（entwicklungsad註qu－
ate　Substanzerhaltung）と一致するものであるが，もはや実体の維持（Substanzerhaltung）とはなら
ず，実体の増大（Substanzvermehrung）になる。従って，この第三段階は実体維持という枠から除外さ
れなけれぽならない7｝。
　このように，シュネトラァの云う実体維持の三段階のうち，第一段階は質的・量的に同一の実体の再生
を目ざすもので，特別の問題はない。第三段階は，実体の増大となるので，もはや実体維持とはいえず，
残る第二段階の「個別経営的給付的実体維持」だけが実体維持の問題ということになる。しかし，この第
三段階を維持という枠の中で考慮した実体維持論を，われわれはハァゼナックおよびエッカァトによって
論じられている「給付等量的・発展順応的実体維持」（leistungsaquivalente　und　entwicklungsadaquate
tSubstanzerhaltung）に見ることができる。
注、）S、h。。・・1。，，　Alb…，Zi・1・und　Grenzen　d・・b…主・bli・h・n　W・・…h・1・ung・ZfhF・　1955・　NF・・7・Jg・・S・523・
　　2）G。ldmacher，・E・wi・，　Wi…ch・f・・unruh・und　Bi1・n・・V・・1・g・・n　J・li・・Sp・i・g…Be「lin・1923・
　　3）ハックスの資本実体結合計算については，不破貞春教授の「新訂会計理論の基礎」，中央経済社，昭和39年，
　　　230頁以下参照。
　　4）　Schnettler，　A．，　Ziele　und　Grenzen・a・a・O・・S・523・
　　，）S、hm・d・，　F・…，・Di…ganisch・T・9・・w…bil・n・・　unver…d・・…Nachd・u・k　d・・3・A・flage　1929・　Bet「iebs－
　　　wirtschaftlicher　Verlag　Dr．　Th．　Gabler，　Wiesbaden，1951，　S，127．
　　6）　Ebd．，　S．145－146．
　　7）S。h。，ttl。，，　A．，　Zi・1・・nd　G・en・en，・・・・…S・523・B…i・b・an・1・・e・・…°・s・17一19・およびSubstanz”
　　　und　Werterhaltung　in　den　Betrieben，　ZfB，1956，26．　Jg。　Nr．5，　S．　262－263．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
給付等量的・発展順応的実体維持論は，…ゼナ・クが主として大学の翻・おし’て述べたもので’AA
にはされていないが，彼の助手をしていたエッカァトによって展開されている。ここではエッカァトの所
説を中心に給付等量的・発展順応的実体維持論を考察することにする。
　エッカァトはハァゼナックによって起草された給付等量的・発展順応的経営維持（leistungsaquivalente
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und　entwicklungsadaquate　Betriebserhaltung）の理論的基礎を研究し，経営維持の部分領域として給付
等量的・発展順応的「実体」維持（leistungSdqUivalente　und　entwicklungsadaquate　Substanzerhaltung）
を展開した。この実体維持説は二つの内容からなっている。経営の給付は技術的に等量のままにあるべき
であるという給付等量的維持と実体は技術的・経済的な発展に順応して維持されるべきであるという発展
順応的維持の二つである1，。以下，この二つの内容について考察し，給付等量的・発展順応的実体維持論
を明らかにしようと思う。
　発展順応的実体維持は，取替調達に際してその時々の技術的・経済的な発展の状態に対応する財が購入
される時に，実体は発展順応的に維持されるという内容をもつものである。動態的な部門においては技術
と市場情況はたえず変化しており，同一財が再調達されるということは稀なことである。そうした部門で
は経営手段および製作材料一それも別の種類，財ないしは量の一はそれまで経営にあったものよ．り一
層給付過程に役立つものとなっているのが普通である。従って，発展に順応した維持は，大抵，最初のも
のとは別の取替財の調達を意味することになる。経営は，この新らしい発展に最もよく順応し，それゆえ
経営の目的のために最適である財の調達によって，「新らしい形態での経済の現実の変化を考慮したうえ
での平衡を再び保つ」であろう。このように，発展順応的実体維持は技術的・経済的な発展に順応した実
体の維持を目ざすものであるから，多くの場合，実体の増大を意味することになる。そこで，その量的な
面を増大ではなくて維持のところに規制する概念が必要となってくる。給付等量的実体維持という概念が
発展順応的実体維持を量的に規制する概念として登場してくる2，。
　給付等量的実体維持は，実体をその経営任務遂行のための手段としての機能においてみる。つまり，実
体の維持を財貨量それ自体の維持としてではなく，一定の給付能力をもった財貨量の維持とみているので
ある。再生は経営手段と製作材料をその機能能力において維持する目的でおこなわれる。それで，等量の
経営給付の確保に必要な実体の絶えざる再生が維持活動の目標となる。この維持方法では過去（たとえば
期首）の給付能力の大きさと現在の給付能力が等量となるべきであるから，ハァゼナックはこれを給付等
量的実体維持と呼んでいる。取替調達に際しては，最初の給付量が再生産されればよい。ここでは，新調
達は実体の給付能力を高めない程度においてのみ維持処置（Erhaltungsmaβnahmen）となる3）。従って，
発展順応的実体維持と給付等量的実体維持を結合すれぽ，質的には技術の進歩，需要の変化という経済の
発展に順応しながらも，量的には等量の給付能力で実体を維持するという内容をもつ実体維持になる。こ
れが次に述べる給付等量的・発展順応的実体維持の内容を構成する。
　給付等量的実体維持と発展順応的実体維持とが乖離する時には，そのうちのどちらか一方の原則だけが
実現されることになる。その場合，給付等量的実体維持は主張しうるが，発展順応的実体維持には疑いが
生じてくる。というのは，一般の発展に指向している維持概念は拡大を含み，それゆえ実体維持のための
尺度としては是認されえないからである。従って，発展順応的実体維持を維持目標とすることはできなく
なる・維持目標は発展に順応することではない。それで，取替調達の程度はまず給付等量的実体維持によ
って決定されなければならなくなる。もし給付等量的実体維持と発展順応的実体維持とを結合させようと
思うならば，その維持目標は「技術的給付能力は変化しないが，その給付能力によって画された限界内で
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の発展に順応した」実体ということになる4｝。ここでは実体は質的には技術の進歩，需要の変化に応じつ
つ，しかも量的には等量給付的に維持されることになる。このようにみると，ハァゼナックおよびエッカ
ァトの給付等量的・発展順応的実体維持概念はシュネトラァの個別経営的給付的実体維持概念と同じ内容
をもつものであると云うことができる5レ。
　さて，この意味での実体維持は一体どのような費用評価の方法によって可能となるであろうか。以下・
この問題を棚卸資産と固定資産について概観することにする。
注1）E。k。，d・，　H．，　Di，　S。b、・、n。e，h。1・ung　i・d・…i・ll・・B…i・b・，・…O・，…ゼナ・クによる序文とS・23－24・
　　2）　Ebd．，　S．24－26．
　　3）　Ebd．，　S，27．
　　4）　Ebd．，　S．34－35．
　　5）森田哲弥，実体資本維持説の展開，産業経理，昭和41年4月号，59頁。
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　上で述べたように，実体概念を経営手段と製作材料に限定し，それの給付等量的かつ発展順応的な維持
をおこなうとするならば，どのような費用評価の方法が考えられるであろうか。以下，便宜上・棚卸資産
と固定資産とに分け，それぞれにおける費用評価の方法を給付等量的・発展順応的実体維持との関係で考
察することにする。
　1．棚卸資産　　棚卸資産についての次の三つの費用評価の方法を実体維持との関係において問題にし
よう。それは借方側からの費用評価修正としての恒常在高法と後入先出法，貸方側からの費用評価修正と
しての実体維持積立金である1）。
恒常在高という概念（シ。マ。〃，・。・・によって「・i・e・ner　B・・t・nd」ないしはrN・・m・lb・・t・nd」
と呼ばれた）は経営を円滑におこなってゆくために必要な棚卸資産の量のことであり・この部分は設備財
ないしは経営手段と同様の性格をもつ。ただ違う点は，経営手段はそのままの形で経営に存在するのに・
棚卸資産のこの部分は量的には一定でもその内容は絶えず更新されているというところに見られる。前者
には実体の同一性（Substanzidentitat）があり，後老には数量の同一性（Mengenidentitat）があると云
われている2｝。恒常在高の固定性という性格から，次のような固定資産の評価原則に類似した評価原則が
適用される。「恒常在高は（正常期つまり経済の安定期においては）連続した貸借対照表において取得原
価で評価し続けられるべきであり，利益も損失も生み出すべきではない」3）。さて，在高が本当に恒常的な
ものであるならぽ，この部分は損益計算とは無関係なものとなり，収益と対応する費用は費消ないしは取
引日の再調達価格にほぼ等しいものとなるはずである。ここでは量的に一定の経営の実体が維持されるこ
とになる。従って，恒常在高法による実体の維持はシュネトラァの云う実体維持の第一段階つまり再生産
的実体維持の内容の一部分を構成することになる。経営に必要な在高に形態，品質および種類の変化が生
じた時には，この方法は役に立たなくなる4，。恒常在高法は，在高が変動し在庫品の技術的な変化が生じ
る時には，実体維持の処置としては役に立たなくなるのである。もちろん長所はあるにせよ・恒常在高法
は財貨数量の再生だけを目的としており，その財貨単位の給付の変化には何も考慮を払っていないのであ
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　る。従って，この方法は再生産的取替調達だけに用いられるものとなるから，給付等量的実体維持の問題
の部分的な解決としかみなされえないことになる5，。
　恒常在高計算の適用は簡単である。が，それは数量変化に対して非弾力的であり，そのことが恒常在高
での計算に不利に作用している。その点，後入先出法（1ast－in，　first－－out）の方が優れている。というの
は，この後入先出法という方法も恒常在高法と同様に簡単な方法であり，それは上昇しつつある景気と物
価の上昇という現実に近い前提のもとにおいてよく機能するからである6｝。
　恒常在高法と後入先出法を用いた評価に際しては，価格上昇によって引起された架空利益　（Scheiner－
folge）は棚卸資産の過少評価によってそれゆえ名目的な秘密積立金の設定によって除外されることにな
る。実体維持積立金（Substanzerhaltungsr直cklage）7｝は，これに反して，貸借対照表に表示される。もし
同じ結果が仮定されるとするならば，貸借対照表のより大なる明瞭性（Bilanzklarheit）という点で，実
体維持積立金に軍配があがる8，。
　棚卸資産の形態，品質および種類の変化を考慮することが恒常在高法と後入先出法に同じ困難を引起
す。この点に，ハックスによれば，実体維持積立金の一層の長所が示されるのである。というのは，それ
が「処理方法を在高の種類および品質の変化に適用させるよう発展させるための一定の手がかりを提供す
る」9）からである。実体維持積立金の実践への適用に対する欠点として，恒常在高法および後入先出法と
くらべて計算がより複雑化するということをあげなければならない。また，恒常在高法とは反対に，実体
維持積立金は，それが解消するまで，継続した価格下落に正当に応じうるのである1°｝。
　以上の三つの方法はそれぞれ長所と短所をもっている。これら三つの方法が実体維持の要求に応じられ
るのは「経営事情とりわけ取引される生産財の種類と数量が本質的に変化しない」11｝時においてである。
しかし，こうした条件は現実においては具わらないのが普通である。生産財の種類および品質が変化する
場合には，これら方法はすべて部分的にしか役に立たなくなる。
　L固定資産　　固定資産について，費用配分ではなくて再調達価格での費用評価（Aufwandbewert－
ung）が実体計算の特徴となる。しかし，現在使用している機械が数年後に同一の機械と取替えられると
いうことはまず考えられない。おそらく，量・質的により大きな給付能力をもつ機械と取替えられること
になろう。さらに，多くの設備はその企業に特殊的に作られたものであるから，その市価を見つけること
はできない。それゆえ，再調達価格は見積られなければならなくなる。その際「物価指数の使用が唯一の残
された手段となる」12）。そして，その時々の財貨の種類に対する特殊指数を用いれば，原理上は実体を等
量給付的かつ発展順応的に維持できるはずである13｝。しかし，特殊指数でも十分とはいえない。というり
は亀々と価格の異なった種々の財がそこに含まれているからである。それゆえ，個々の設備に対する再調
達価格の決定は常に大ざっぱな方法でおこなわれることになる・4）。シュマァレンバッハは中央ドイツのブ
ラウン石炭コンツェルンに関説している。このコソツェルンは1920年代にそのような見積りを試験的に実
行したのであった。彼は次のように書き加えている。「その際得られた経験は極めて都合の悪いものであ
った。その手数は煩雑かつ費用の多くかかるものであり，そのうえなお，この道を歩むことに対して私が
警告しなければならないほどの不確実性で荷を負わされている」15〕のである。そこで外部計算原則では恣
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意性を排除しかつ減価償却の最も信頼しうる基礎を提供するものとして歴史的原価が固執されることにな
る16｝。この歴史的原価に基づく伝統的な企業計算では減価償却は設備財の調達価格によって計算される。
つまり，設備財の調達価格が減価償却の最高限を示し，ここでは配分の問題があるだけとなる。ところが
この配分方法が，やり方によっては，給付能力の拡大を生ぜしめ，価格が上昇してもその拡大効果によっ
て，再調達価格による減価償却をおこなわずとも，実体の維持を可能にする効果をもつのである。そこで
以下，直線法（die　lineare　Abschreibung）と逓減法（die　degressive　Abschreibung）という二つの配分
方法を，実体維持との関係において考察することにする。
　減価償却は設備に投下された資本を再び解放するという効果をもつ。これは資本解放効果（Kapitalf『
reisetzungs－Effekt）・7）と呼ばれている。そして減価償却によって解放された資金には三つの利用の可能
性がある。（1）取替時点まで流動的な形にしておく。（2）外部資本の払戻し，棚卸資産，短期設備のために用
いる。⑧ほぼ同じ耐用年数をもつ別の設備へ投下する。ここでは第三の場合つまり減価償却によって得ら
れた流動資金を連続的に再投資する場合だけについて考察することにする。
　減価償却額のすみやかな再投資によって，企業の固定設備の数は外部かb新らしい資本を導入しなくて
も増加する。こうした効果は生産能力拡大効果（Kapazitatserweiterungs－Effekt）ls）と呼ばれている。こ
れはポラック，ルフチ，ロォマン，ノイバァト，ランゲソおよびシェイファ等によって研究され，ロォマ
ソ．ルフチ効果（Lohmann－Ruchti－Effekt）とも呼ばれている19｝。
　ノイバァトは給付能力の拡大を研究する際に期間能力（Periodenkapazititat）と全体能力（Totalkapa－
zitat）とを区別する。「全体能力は実体に含まれている用益（Nutzung）すべての合計である。一方，期
間能力は実体がある期間中に与えることのできる用益の数によって規定される」2°｝のである。そして経営
実体と同一視されるべきは期間能力ではなくて，全体能力すなわち生産しうる製品量なのである21〕。
　さて，直線法では期間能力は増大するが全体能力は変らないから実体の増大とはならない。もしその間
に物価が上昇すれば，実体の消費が生じる。これは費用をたえず再調達価格で評価することによって防ぐ
ことができる。これに反して，逓減償却（ならびに特別償却）では真の能力の拡大つまり全体能力の増大
が生じる。この場合には物価上昇つまり取替財の値上がりによって生じる実体縮小の傾向にもかかわら
ず，それを補償する効果がはたらくから（これは補償効果と呼ばれている），実体の維持は保証あるいは
促進される。従って，逓減償却による真の生産能力拡大効果を実体維持の方法とみなすことは正当化され
る22｝。しかし，ハックスは，それはあくまでも減価償却費の先取であり，それができなくなれば実体の維
持は確保されないとし，実体の本当の確保はすべての費用を再調達価格で評価することによってのみ達せ
　られるのだと主張する23⊃。
　　これまで見てきた費用算定の方法はここで問題にしている給付等量的・発展順応的実体の維持に成功す
るとは思われない。というのはこの実体の維持には給付能力の確保に必要な額が費用とされ，しかもその
枠の中で技術の進歩，需要の変化への順応が考慮されなけれぽならないからである。それではそのような
費用は一体どのように算定されるのであろうか。エッカァトはそうした費用算定の式として次の式を示し
　ている。
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発展順応的代替財の価格÷給付能力の変化＝＝給付等量的・発展順応的費用24，
この費用計算の方法が理論的には正しいものであるとしても，この費用計算には三つの困難が伴う。
　1．　この測定は手数がかかる。
　2．給付等量的費用の計算には未来値が関係してくるが，われわれはそれを知ることができないので，
　　現在値によらざるをえない。従って，その成果計算の結果は多くの場合一発展に順応した財，その
　　価格あるいはその給付能力は取替日までに変わってしまう一厳密さを欠くことになる。
　3．経営給付および給付過程の生産性の質ないしは種類が変化する場合には適当な尺度を欠くので，給
　　付の変化の程度を量的に陳述することは技術的に不可能となる。
　それゆえ，この費用計算は給付の変化が査定される時にのみ可能となる。しかし，この査定にとって信
用できる，かつ再検査しうる基礎というものはないのである。それで給付等量的・発展順応的費用の発見
は近似計算（Naherungsrechnung）となる25）。ここに，この実体維持論の限界がみられる。しかし・そう
だからといってこの実体維持論は無用なものとされるべきでない。そこで，その利用可能性が問題とな
る。以下，この問題を考察することにする。
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　実体維持には統一的な尺度が存在していないので，給付等量的成果の発見は名目的成果ゐ計算とくらべ
て著しく困難となる。そうだからといって誤ったものと認められている形式的な決算で満足してよいとい
うことにはならない。われわれは正しい結果を得るための努力を惜しんではならない。
　実体成果計算の実行には二つの可能性がある。
　1・大抵の経営によっておこなおれている短期成果計算（kurzfristige　Erfolgsrechnung）が再調達価
格で計算されるならぽ，それを実体成果計算に発展させる可能性がでてくる。
　ll．　（附加的）補助計算（Nebenrechnung）において貸借対照表を修正し，それによって公表する利
益を変形することがでさる。この計算は経営経済的に正しい成果の内部的な確定にとってのみ決定される
ので，ハァゼナックはそこから生じてくる決算を「Hausbilanz」と名づける1）。
　経営者が企業の経済的な推移についての情報を適時に入手し，それを経営決定の基礎として利用しうる
ためには，商法，税法で規定された企業成果の算定では価格安定期ですら十分ではない。そこで大抵の経
営は月次成果計算をおこなう。これはその厳密性において年次貸借対照表ほどではないにせよ，迅速かつ
頻繁な成果を提供し，それゆえ経営の管理にとっては「貸借対照表を伴なった年次成果計算よりはるかに
重要」となる。この内部計算は公表貸借対照表の作成原則や評価規定には拘束されないから，給付等量的
な価値での計算に可能性を与える2〕。
　この短期成果計算を利用しないあるいは給付等量的な価値で計算しない経営は実体成果を，公表年次決
算を補完する補助計算において，確定することができる。「法律では規定されていないが，企業家にとっ
てはそれにもかかわらず非常に重要な特殊計算一一それも貸借対照表の体系には全然とらわれない統計的
な形式での計算一において，期間計算の結果を指数によって換算し，あるいは再調達費に基づく個別計
算の結果を参考にして換算する。そしてこのようにしてまた技術の発展を考慮して望ましい給付等量的な
資本維持というもののための尺度を獲得することができる。われわれはそこに熟練した経営者が経営の維
持と給付の確保のためにごく大ざっぱな概算的な修正を公表計算とならんでおこなっているのを見る。こ
れがまた『Hausbilanz』という概念でもある。ここではこの名前が示しているように，公表目的のためで
はなく，自家用（Hausgebrauch）としておこなわれる計算が問題なのである。それは，しかしながら，
それにもかかわらず，公表数値を価格および貨幣価値の変動によって引起された歪みから実践上可能なる
範囲において解放するという重大な任務をもっているのである3）］。
　維持の測定のためにおこなわれる内部成果計算の最もよく知られた方法は，名目的な期間計算の成果を
指数によって換算することである。この方法はとくにシュマァレソバッハによって推奨されたものであ
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る。彼は自らが主張した実質資本維持の枠の中で貨幣価値変動を中和化するためにこの方法を用いようと
した。もし貨幣価値指数の代りにその時々に該当する物的価値指数（Sachwertindices）を用いるとするな
らば，われわれはこのようにして実体の維持をも測定することができる4，。
　このように，実体維持論は単なる価格変動の影響だけでなく，技術の進歩，需要の変化をも考慮するほ
どに深化してきている。確かに，そうした実体維持論には費用算定上に大きな問題が残る。が，利用の可
能性がないわけではない。この点に，われわれはとくに注意を払う必要があろう。というのは理論は実践
によって試験されなければならないからである。
　さて，このような実体維持論を，会計上の利益算定との関連でみると，それは主として費用の側の問題
として考えられる。しかし，利益算定に際しては費用と同時に収益が見落してはならない大きな役割を演
じている。われわれは，費用の側面と同時に，収益の側面をも積極的に検討する必要があろう。実体維持
論は，その実行上の困難は別として，費用側面のみを取扱っているので，利益決定という角度からみると
なお不十分と云わざるをえない。収益の側面の積極的な検討が必要である。われわれは，最近のアメリカ
の会計理論5，の中に，収益側面の積極的な検討をみることができる。この面についての考察は別の機会に
ゆずることにする。
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